
序 はじめに（No.3 を論述するにあたり）
本題の No3を論述するにあたり、「国際理解における ICT導入の意義」と題

し、以下に、No1・2も含めて、概要としてまとめ直して論述することにする。

1 ．SDGs の視点からみた ICT導入の試み

約 20年前、インフラ環境も整備できていなかったアジアのへき地等の未開

発地域を訪問した時、日本の歴代の首相が、「直ぐに、インターネットを取り

入れなさい」と提言し、失笑されたことがあった。現在では、発展途上国を始

め、未開拓の地域でのインフラが未整備であったとしても、太陽光パネルや風

力発電等により得られた自然エネルギーを蓄電池により充電できれば、衛星通

信を活用すれば、PC環境や携帯電話（スマートホン・アイホン）等のメディ

ア・通信機能を利用することが可能となった。

今日の、アフリカなどのインフラが整備しにくい地域であっても、携帯電話

の普及率が急激に伸びているのは、今日の通信技術の発展、エネルギーの獲得

技術の向上など、最先端科学の進歩のお陰である。
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重厚長大から軽薄短小志向に変革し、持ち運びが便利な小型化・軽量化・薄

型化が進み、耐久性・持続性・高性能・多機能と優れ、その上、低価格で簡単

に製品化できる先進国の日常では当たり前の社会状況が到来した背景がある。

先駆けとなったベンチャー企業のひとつに、“アフリカに光を灯す”をキャッ

チフレーズに、東京大学のWASSHA（CEO秋田智司）という会社があり、未

電化地域に、太陽光パネル発電装置を日常雑貨店キヨスクに設置し、モバイル

マネーを利用して、LEDライト（充電機能付き）を家庭用照明機器と携帯電

話充電用としてレンタルするビジネススタイルであり、東アフリカのタンザニ

アでこの事業を展開している。

ここで注目すべきことは、国連が掲げ、世界 193の国や地域が合意した『持

続可能な開発目標（SDGs）：Sustainable Development Goals』との関係であり、

2020年 4月からの小学校の教科書でも取り上げられ、国際社会の未来にとっ

ての重要な課題である。

2000年 9月にニューヨークで開催された国連ミレニアム・サミットで採択

され、国連ミレニアム宣言を基にまとめた『ミレニアム開発目標（MDGs）：

Millennium Development Goals』の後継として、2015年 9月の国連サミットで

採択された「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」にて記載された 2030

年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標として、17のゴール・169

のターゲットから構成され、地球上の「誰一人取り残さない（leave no one 

behind）」ことを誓い、開発分野における国際社会共通の目標としていて、は

発展途上国のみならず、先進国自身が取り組むユニバーサル（普遍的）なも

のであり、日本としても積極的に取り組んでいて、2016年のダボス会議では、

SDGsが 12兆ドルの経済価値と 3億 8000万人の雇用を生むという推測をした。

WASSHAにとっては、SDGsの目標 7：「エネルギーをみんなにを実現して

いる会社」であり、全人口の 7割が電力のない地域で暮らしていて、夜は灯

油による光と暖をとるしかできなかった家庭に、LEDライト（充電機能付き）

を普及し、現在、タンザニアの携帯電話の普及率は約 8割と言われ、今後、蓄

電・充電効力があがると、小型の扇風機・ストーブ等を始め、ラジオ・テレ

ビ・ビデオ・エアコン等に至る大型家庭電化が進んでいくと予想できる。

米　　谷　　光　　弘54



【MDGsの 8つのゴール（目標）以外の SDGsの 17での新たなゴール（目標）】

MDGsは、2000年 9月に、21世紀に向けた国際社会の目標として、安全

で豊かな世界を作るため、主に発展途上国を対象に、2015年までに貧困や飢

餓、差別の撲滅など 8つの目標と、より具体的に示した 21のターゲット、そ

して進捗状況を測るための 60の指標が定められたが、目標「1．極度の貧困と

飢餓の僕滅」には、10億人以上貧困からの脱却、栄養譲許の改善等、それな

りの成果が達成されたが、サハラ砂漠以南のアフリカ地域での課題が残り、そ

の他のMDGsの目標「2．乳幼児死亡率の削減」・「3．妊産婦の健康の改善」・

「4．HIV／エイズ、マラリア及びその他の疾病の蔓延防止」・「5．普遍的初等教

育の達成」・「6．ジェンダーの平等の推進と女性の地位向上」・「7．環境の持続可

能性の確保」・「8．開発のためのグローバル・パートナーシップの推進」の 8つ

の目標達成は、その後、SDGsの 17のゴール・169のターゲット受け継がれた。

図 1　SDGs に取り組む大学特集（東洋経済）
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SDGsでは、先のMDGsの 7項目と共通となる新しい SDGsの目標「1．あ

らゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる」・「2．飢餓を終わらせ、食料安

全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する」・「3．あらゆる年齢

のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する」・「4．すべての人々

への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する」・

「5．ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う」・

「6．すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する」、総括

の最後の目標として、MDGsと共通する「17．持続可能な開発のための実施手

段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する」を引き継いでいる。

今回の SDGsの特徴であり、これまでのMDGsの項目とは異なる点として、

世界情勢の変化の中で顕在化した課題に十分対応しきれていないことを鑑み、

発展途上国・支援地域等を対象とするのではなく、先進国も含むすべての国や

地域の広い範囲を見据えた達成目標が付け加えられたことである。

以下の目標の項目には、目標「7．すべての人々の、安価かつ信頼できる持続

可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保する」・「8．包摂的かつ持続可能な

経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らし

い雇用を促進する」・「9．強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ

持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図る」・「10．各国内及び

各国間の不平等を是正する」・「11．包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で

持続可能な都市及び人間居住を実現する」・「12．持続可能な生産消費形態を確

保する」・「13．気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる」・

「14．持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用す

る」・「15．陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林

の経営、砂漠化への対処、ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の

損失を阻止する」の項目を新たに追加設定し、さらに、最後に、SDGsにおい

てもMDGsと同様に、「16．持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促

進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効

果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する」という総括する項目で締めく

くっている。
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以下では、MDGsと SDGsの目標の関連性を分かり易く比較した表である。

表 1　MDGs と SDGs の目標の関連性の比較

SDGs の目標 MDGs の目標

1 あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる
1 極度の貧困と飢餓の撲滅

2
飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、
持続可能な農業を促進する

3
あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、
福祉を促進する

4 乳幼児死亡率の削減

5 妊産婦の健康の改善

6
HIV／エイズ、マラリア及びその他の
疾病の蔓延防止

4
すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提
供し、生涯学習の機会を促進する 2 普遍的初等教育の達成

5
ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能
力強化を行う 3

ジェンダーの平等の推進と女性の地位
向上

6
すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管
理を確保する 7 環境の持続可能性の確保

7
すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代
的エネルギーへのアクセスを確保する

8
包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完
全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい雇用
を促進する

9
強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持
続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図
る

10 各国内及び各国間の不平等を是正する

11
包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な
都市及び人間居住を実現する

12 持続可能な生産消費形態を確保する

13
気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講
じる

14
持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持
続可能な形で利用する

15
陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持
続可能な森林の経営、砂漠化への対処、ならびに土地
の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する

16

持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、
すべての人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆる
レベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度
を構築する

17
持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバ
ル・パートナーシップを活性化する 8

開発のためのグローバル・パートナー
シップの推進

（出典：独立行政法人 国際協力機構 JICA公式サイト）
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ここでは、2020年の小学校の教科書で SDGsが、教材として記載された。

SDGsに関して、教育現場において、いかにして、その意味や取り組みの歴

史をどのようにし正しく伝えることができるのか。子どもでも理解できるよう

にするにはどうしたらよいのか。試行錯誤しながら指導案を作成しているはず

である。

さらに、保育現場で子どもたちにも遊びの保育を通してどのように伝えてい

くかが重要な鍵となるであろう。

以下のように、小学生以上では理解できるように、易しい言葉でタイトルを

表すことが必要であるが、幼児にとっては難しいので、ピクトグラム（絵文字）

により、分かり易いロゴ・マークを利用することに大きな意義があると考えら

れる。

図 3　SDGs のロゴ・マーク

図 2　MDGs のロゴ・マーク
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目標「1．貧困をなくそう」・「2．飢餓をゼロに」・「3．すべての人に健康と福祉

を」・「4．質の高い教育をみんなに」・「5．ジェンダー平等を実現しよう」・「6．安

全な水とトイレを世界中に」・「7．エネルギーをみんなにそしてクリーンに」・

「8．働きがいも経済成長も」・「9．産業と技術革新の基盤をつくろう」・「10．人

や国の不平等をなくそう」・「11．住み続けられるまちづくりを」・「12．つくる

責任つかう責任」・「13．気候変動に具体的な対策を」・「14．海の豊かさを守ろ

う」・「15．陸の豊かさも守ろう」・「16．平和と公正をすべての人に」を掲げ、目

標（ゴール）は、8→ 17、ターゲットも 21→ 169、指標も 60→ 232に具体的

な数値が示され、2015年 9月の国連サミットにおいて、「誰 1人取り残さない、

持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のため」であることが強調され、

この言葉には、それらを達成しようとする決意の表明であり、それぞれの国や

地域に課せられた責任が重いことが窺うことができ、最後に総括として、今回

も「17．パートナーシップで目標を達成しよう」としている。

世界の総人口 73億人、中国 14億人とインドが 13億人を超え、アメリカは

3億人、インドネシアとブラジル 2億人を超え、2020年の新型コロナ感染のパ

ンデミックは、人類の健康を始め、国際経済だけでなく、人口問題にも、多大

な影響を及ぼすと考えられる。（厚生労働省公式サイトより）

日本の場合、2018年の総人口 12,644,3000人（世界 11位）、子どもの出生数

（921,000人）は過去最低、死亡数（1,369,000人）、婚姻件数（590,000組）、2019

年では、高齢者数（35,880,000人）は過去最高総人口比 28.4％となっている。

貧困には「絶対的貧困」と「相対的貧困」があり、前者の「絶対的貧困」は

生活や生命を維持することが難しいほどの貧困状態を指すが、後者の「相対的

貧困」は国の生活水準や文化水準を下回る状態に陥っていることであり、日本

は、相対的貧困率が経済大国の中でも特に高く、子どもの出生 7人に一人は

貧困という問題を抱えている。2016年に発表された世界の貧困率の比較では、

日本は世界で 14番目の 15.7%となっている。

また、2019年 12月に世界経済フォーラムで発表されたジェンダーによる平

等は、153カ国のうち 120位と出遅れていることが明白になった。
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その背景には、歴史的・社会的視点からみる必要があり、現代の社会状態や

経済状況、家庭の在り方や教育水準などの様々な要因が絡み合いながら、時代

ごとに変革しながら、歴史を積み重ねてきたことを忘れてはならないであろう。

超高齢化・超少子化・少産化が進む中、近年、女性の社会進出を促し、労働

者を増やそうとした過去の時代、人件費の安い海外労働者を積極的に受け入

れ、3K（汚い・危険・きつい・3D：Dirty, Dangerous and Demeaning）の労

働を外注に頼っている現代の時代、AI（人工知能）を持つロボットに、働ける

仕事を奪われる時代がくると未来が予測できる。。

特に、首相の HPで示した SDGsアクションプラン 2019の骨子は以下の 3

つである。

1．SDGsと連携する「Society（ソサエティー）5.0」の推進

2． SDGsを原動力とした地方創生、強靭かつ環境にやさしい魅力的なまち

づくり

3．SDGsの担い手として次世代・女性のエンパワーメント

 

図 4　SDGs アクションプラン 2019 の骨子
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しかしながら、地球温暖化が進み、気候変動・異常気象や震災（地震・津

波・雷・竜巻・強風・大雨・水害・河川氾濫・土砂崩れ・火山噴火・噴石・火

砕流・隕石落下等）が世界の各地域で起こり、2020年の 5年目にして、今回

の新型コロナ感染の世界的拡大による生命の危機、それに伴う世界経済の大不

況（恐慌）は避けては通れない巨大な試練を突き付けられていることを忘れて

はならないであろう。

したがって、人類が一丸となり、英知を結集し、過去の教訓を生かし、あら

ゆる災害を防止し、あらゆる感染症を予防できる体制を整備しなければならな

いと同時に、すべての人類の生命と健康を守り、自然破壊をなくし、宇宙や自

然界からの恩恵を分かち合い、地球全体のすべての生命体と自然とともに共存

できる快適な環境を後世に受け継いでいくことが望まれることからも、幼児期

からの ICT化の在り方が問われ、SDGsと連動した保育を通して、プログラミ

ング思考を目覚めさせ、どのように自然の中で遊びながら獲得していくのかを

解明することが急務である。

目標 4の「質の高い教育をみんなに」では、初等教育に限定されず、生涯学

習の視点から捉え、乳幼児期からの教育の保障、胎児期も含む、妊婦である

母親を始めとする家族のすべてへの質の高い教育が求められ、これからの ICT

の果たす役割は大きいといっても過言ではないであろう。また、次に、目標 3

の「すべての人に健康と福祉を」は、不平等な経済格差が大きな国際問題の重

要課題である貧困脱却と飢餓ゼロと同様に、人類にとっての永遠の命題であ

り、新たな目標の 9の「産業と技術革新の基盤をつくろう」と目標の 13「気

候変動に具体的な対策を」については、前者は ICT、後者は SDGsの負うとこ

ろが大きいと考えられ、保育現場における全面的な発育・発達司る乳幼児期の

教育を保障するために避けては通れない最優先となる保育問題のひとつであ

り、将来の子どもに関わる最重要教育課題と言えそうである。
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2 ．コロナによる ICT 環境の変革

2020年現在、世界中を震撼させた「新型コロナウイルス（SARS-CoV2：新

型肺炎）」が、全国的かつ急速なまん延により、国民生活や経済に甚大な影響

を及ぼす恐れがあるため、安部晋三総理大臣により、新型コロナウイルス対策

の特別措置法（2020年 3月 13日）を成立させた。この特別措置法に基づき、

4月 7日に、政府（感染症対策本部）において、『緊急事態宣言』を発令した。

また、重点的に感染拡大防止の取り組みを進めていく必要があるとし、「特定

警戒都道府県」として、当初は 7都道府県（東京、神奈川、埼玉、千葉、大阪、

兵庫、福岡）に、さらに、4月 16日には追加区域として、6道府県（北海道・

茨城・石川・岐阜・愛知・京都府）を緊急事態措置の実施すべき区域に加える

とともに、全都道府県に拡大することを正式に決めた。その時は、期間を 5月

6日にとしたが、その後、経過を踏まえ、5月 31日に期限を延長した。しかし

ながら、全 47都道府県を対象としていた緊急事態宣言では、不要不急の外出

を自粛させられ、休業要請や学校休校による施設閉鎖等の中、家族全員が自宅

待機を余儀なくさせられ、テレワークやオンライン授業等の形で、ネット社会

中心の生活を送らなければならなくなり、経済的基盤となる社会及び生活のイ

ンフラの環境の必要性を痛感する機会となった。

今回の新型コロナ感染対策で、幼稚園から大学までの学校は休講となり、西

南学院大学の行事（昨年度の卒業式に始まり、今年度の入学式等）の中止や施

設使用も禁止になり、感染予防対策の一環として、大学でも対面授業を避ける

ため、急遽、前期の授業は遠隔オンラインでの授業を実施することになった。

オンライン授業には、ライブ授業中継・学習資料配信・スライド資料配信・録

画授業配信等がある。

今年度前期は、教務課と情報センターの主導で採用してきた学習管理システ

ムのムードル（Moodle）を活用し、前期授業のシラバスを改訂し、試行錯誤

しながら、トッピク・課題・小テスト・チャット等の機能を屈指し、教授も学

生も外出自粛の自宅待機という前提で、通常の時間割に準じての在宅での遠隔

オンライン講義を実施してきた。
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現在、新型コロナ感染症対策のため、全国の各大学授業での改善のため試み

られている仮想体験学習を目指し、テレビ（ビデオ）・Web会議ツールのズー

ム（Zoom）等の導入を検討しているところであるが、このズームを活用し、

今回の休園中に、豊中文化幼稚園などでは、Web上での自宅待機中の園児（家

族）との交流保育により効果があったという先行的事例がある。

過去を振り返ると、戦後、日本を襲った大災害として、阪神淡路大震災（発

生：1995年 1月 17日午前 5時 46分）は、死者：6434人・行方不明：3人・

負傷者：43792人であり、東日本大震災（発生：2011年 3月 11日 14時 46分）

は、死者：15891人・行方不明者：2584人という大惨事であった。前者の神戸

市では、一般に出勤前であり、都市部の家屋等の倒壊が著しく、その後、火事

による 2次被害が大きかった。しかし、震災直後、実家から安否を問う電話が

あり、テレビによる凄まじい状況に絶句したことを覚えている。後者は、行方

不明者の多さの差でも理解できるように、津波という 2次災害による悲劇に加

え、原子力発電所の崩壊は、復興を遅らせる要因の一つになっている。どちら

も震災ボランティアとして、現地入りしたが、前者は、阪神間と淡路島に集中

し、甚大な被災地となった神戸市は、南は瀬戸内海と北は六甲山に囲まれた東

西に細長い地形であり、裏六甲の地域や近隣の大阪では被害も少なかったこ

と、後者の東日本の東北三陸地域は、東に太平洋という南北に広範囲の海岸線

に位置していたため、観測史上最大規模のモーメントマグニチュード（Mw） 

9.0：震度 7を記録し、津波・火事による重複被害が起きたことは不運であっ

たが、近隣の関東や関西を始め、全国各地だけでなく世界各国からの物資の援

助、人材による支援が可能であったことが、復興への大きな力になったことは、

言うまでもなく、事故発生時・緊急時の対応マニュアルが作成され、非常時の

連絡・救急体制が整備され、現在では、震災ボランティアのネットワークの全

国組織ができ、日本のどこかで緊急事態が発生すれば、関係する自治体と連絡

を取り合いながら、即座に現地入りし、これまで培われてきた知識や技術を発

揮できる支援体制が整っていることは心強い限りである。
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特に、気象情報も迅速さと正確さが要求されることから、気象庁は、宇宙衛

星やスーパコンピュータによる分析機能を活用した気象学の著しい発展によ

り、災害の発生時刻や場所を予測できるようになり、危険回避・安全確保のた

めの『緊急警戒情報（地震・津波・台風等）』を利用し、テレビ・ラジオだけ

でなく携帯電話にも発生前に警告するシステムを実用化でき、国土交通省が運

営する「ハザードマップポータルサイト」等と連動させるなど、政府と地方自

治体が連携し、大小を問わず災害が起こる都度、対策方法を見直し改善させる

ことにより、省庁を超えての緊急時の警戒協力体制を確立してきた点は評価で

きるであろう。

しかし、ライフラインが途絶え、家庭からの電話連絡が不通になり、唯一連

絡が可能となった公衆電話や携帯電話も回線が混雑し、インターネットもサー

バーが許容量を超えると利用できなくなり、テレビ・ラジオ等による長波から

短波に至るまでのすべてのメディアからの情報が皆無になる恐れがあることを

忘れてはならない。

短期間であれば、備え付けの貯蓄電池で代用できるが、長期にわたる場合、

充電機能があっても、手動の蓄電機能、太陽光パネル等の再生エネルギーを活

用できることが望まれる。

しかしながら、今回問題となった医療支援のためのマスクや防護服等だけで

なく、一般庶民が日常で利用するマスクや消毒液等も、典型的な海外依存型商

品であり、品薄で価格が高騰し容易には入手できず、政府主導で、海外への外

注ではなく、直接大量受注による日本企業に再生産させるに至り、マイク・消

毒液等は手作り奨励という最悪の状況までになった。

我が国は資本主義国家とはいえ、他国に委ねている点が多く、利権が絡むこ

とには既得権を堅持し、平等に利益配分ができていないのが現状であり、貧富

の格差は大きくなることが懸念されてきたが、災害など緊急時は、通常の流通

機能が停止するので、隙間商売が横行し、大量買い占めや価格操作による品質

管理ができないまま、市場に流通する恐れがある。
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このことは、我が国は、小型の家電から大型の自動車まで、海外生産に委ね

ているので、ICT化社会でも起こりうることであり、医療機器のように生命の

尊厳に関わる精密機器と同様に、IoTに関わる全ての PCや携帯電話を筆頭に、

インターネット・AI（人工頭脳）などは個人情報のデータが蓄積されているの

で、集積回路から周辺機器に至るまで、あらゆる情報の管理徹底が必要である。

日夜献身的に、自らの生命生活や家族を犠牲にし、使命を全うしようとす

る医療従事者は、医師不足を補うため、高度実践看護師（Advanced Clinical 

Nurse）や救命救急士が医療行為を行うことも特例的に認められたが、患者が

より重篤化して ICU（集中治療室）での治療する集中治療ベッド数が不足し、

特定病院以外でも完備されていないことが不安材料であることは間違いなく、

約 100年前、1918年 1月から 1920年 12月にかけて、スペイン風邪（インフ

ルエンザ H1N1：アメリカ）が流行し、パンデミックとして世界中に拡大し、

感染者推定 5億人以上（死者推計 1700万人～ 5000万人）と報告されたが、そ

れ以上の犠牲がでた歴史的な大惨事であり、当時、第一次世界大戦中（1914

年 7月～ 1918年 11月）であり、「1918年パンデミック」と名付けられ、日本

でも、間染者数 2380万人、死亡者約 39万人であったことを忘れてはならない。

1918パンデミックの時のように第 2波や第 3波が来るという前提で、万全の

対策と完璧な医療体制を整備し、警戒しなければならなく、我が国の盲点と緊

急時の長期化における弱点は他国に依存しているのである。

緊急時に自力での避難し安全を確保する対策と同時に、医療設備の充実と活

用を目指すことが大切であることが明らかになった。今回は、医学領域での最

新科学が導入され、新開発あるいは過去に開発された治療薬が改善への効果と

して検証でき、ワクチン薬の開発にも可能性がみられ、時間と技術が伴なう

鼻の粘膜ではなく、唾液による陽性反応のチェックが可能となる『PCR検査』

が簡素化できたことは幸いであったが、多くの課題が残されたのも事実であ

る。その中でも、医療・福祉現場では、今後も日常の衛星管理に努め・個人の

プライバシーを守り、快適な衣食住の生活空間を保障し、生活必需品や食料等

の備蓄・供給が効率的に実施されることが重要であることを再認識できたこと

は、これからの感染症医療にとっての大きな収穫があったと考えられる。
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このことは、世界中にパンデミック化した場合、震災のように局部的な地域

だけだと、他の都道府県からの支援もありうるが、自国も含め他国からの支援

さえも受けれない状況となる恐れがあり、地震などの災害が重複して起きた場

合、地域での避難所での生活中に、震災被害者と感染症被害者が生活を共にし、

3密（換気の悪い密閉空間・多数集まる密集場所・身近で会話や発声する密接

場面）状況による感染が広がる可能性がでてくることを予想し、早急の対策を

練らなければならないことへの警告として、後世に受け継いでほしい。

Ⅵ　国際理解保育における ICT導入の意義とその役割
1．海外における日韓の実践型交流授業の展開と今後の課題

これまで、インターネット電話サービスのスカイプ（Skype）によるユーザー

同士で無料の音声通信やチャットができるサービスを活用し、韓国の交換教授

（2013～ 4）の際、釜山市にある慶星大学校と日本の福岡市にある西南学院大

学との SKYPEを活用した日韓合同授業の試みることができた。

韓国側は、交換教授で訪韓中の米谷光弘（専門：子ども学・保育学・乳幼児

教育学）が担当する釜山市慶星大学校の幼児教育学科の授業であり、日本側は、

渡邊均教授（専門：音楽・声楽）が担当する福岡市の西南学院大学の児童教育

学科の授業であった。

お互いの国と大学事情を紹介し、それぞれの保育技術を披露してもらい、学

生同士の質疑応答の時間を設け、最後に、先生方からの総評で締めくれた。

国籍・文化・慣習・言語等は異なっても、同じ幼児教育を目指す保育者の卵

であり、片言の両国の挨拶や子どもの伝承遊び・手遊び・歌・絵画製作や造形

の作品等、特に、折り紙アートや手作り遊具・楽器などには興味を持ち、若者

らしく、K popによる踊りや歌を楽しく熱唱し一緒に踊れたことは有意義な保

育授業であった。
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韓国観光案内サイトより
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2 ．海外における日豪の幼児教育講演会の展開と今後の課題

オーストラリアのメルボルン大学の在外研究（2014～ 5）では、世界屈指の

生活大国・教育大国のオーストラリア、そして、「世界で最も住みやすい都市」

のトップのメルボルン（単身生活で物価が高いのが難点）に半年間滞在し、ア

ジア（アセアンを含む）・等にも出向き、各国各地域の保育事情（ICT・健康・

環境問題・保育内容・方法・制度等）について研究調査を実施すると同時に、

メルボルンを始め各地を訪れ、小学校や幼稚園でも指導する機会もでき、途中、

韓国での国際会議にも出席することができた。

メルボルン大学は、1853年に設立され、2005年 5月に創立 150周年を迎えた。

オーストラリアのビクトリア州メルボルン市にある 1853年に設立された

メルボルン大学（The University OF Melbourne）の教育大学院（MGSE：

Melbourne Graduate School OF Education）のユース・リサーチセンター

（Youth Research Centre）に所属した。

このMGSEは、アメリカ合衆国マサチューセッツ州ケンブリッジ市にある

1636年の設立されたアメリカ最古の高等教育機関であり、アイビー・リーグ

校のハーバード大学（Harvard University）の中にある教育大学院（HGSE：

Harvard Graduate School of Education：1929年設立）と前回の在外研究（1990

～ 1991年）でのイギリスのロンドン市中心部のラッセル・スクウェアにある

1836年に設立されたイギリスのロンドン大学（University of London）研究機

関のインスティチュート・オブ・エデュケーション（Institute of Education：

1932年設立）と並ぶ世界の教育界の御三家で学ぶことが多くあり、これから

の望ましい日本の大学における教育・研究の在り方の示唆が得られた。

また、一階下には、就学前教育のセンターがあり、隣の建物は、1880年に

設立した赤煉瓦のクラシックな STATE SCHOOLであり、メルボルン大学のク

インズベリー・チルドレンズ・センター（Queensberry Children’s Centre）が

入居しており、研究フロアーの窓から裏の園庭を見下ろすことができ、最高の

フィールドリサーチの条件であった。
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オーストラリアの 100ドル紙幣のモナッシュ将軍と同じ名前の大学 G8のモ

ナッシュ大学のモットーはミケランジェロの言葉 、“Ancora imparo - 私はまだ

学んでいるである”があり、サバチカルの機会を与えて頂き感謝する。

さらに、古くから交流のあったシドニーの日系コノミインターナショナル幼

稚園に数回訪問することができ、幼児教育事情調査と実践指導ができた。

Youth Research Centre

オーストラリア観光案内サイトより
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その際、シドニー現地の教育関係者（代表：寺戸里美）と交流ができ、帰国

後、日本とオーストラリアのシドニーとの SKYPEによる講演会を、2月 18日

シドニー時間の午後 4時 45分（もちろんメルボルン同じ）：シドニー市のクロ

スネセンターで実施することができた。途中、途切れることはあったが、無事

盛会に終了できたことは、国際間を繋ぐ ICT化の時代の移り変わりの速さを、

身を持って感じることができた。

  

Ⅶ　�日韓保育現場におけるロボットラーニング導入による問題点と
今後の課題

日本乳幼児教育学会第 24回大会（2014年 11月 30日（日曜日）9：00～

10：30：広島大学福山キャンパス：教育学部 L102教室）において、『日韓保

育現場におけるロボットラーニング導入による問題点と今後の課題』と題し、

自主シンポジウム 2－1を開催することができた。企画・司会は、米谷光弘（日

本：西南学院大学・教授）と司会（通訳）・指定討論者を兼ね、鄭 錫賛（韓国：

東義大学校・教授）が担当し、話題提供者として、韓国側は、李 妍承（韓国：

慶星大学校・教授）・姜 旼晶（韓国：牧園大学校・教授）・朴 喆淳（韓国：

SK Telecom Convergence）、日本側は、木村龍平（日本：帝京科学大学・教

授）・指定討論者を兼ねて、田中文英（日本：筑波大学・准教授）が、日韓の

最前線のロボット・ラーニング（以下、RLと略称することにする）について、

保育現場への導入の問題点と今後の展望について議論を交わすことができた。
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本シンポジウムは、韓国釜山市の慶星大学校の幼児教育学科の交換教授

（2013年 8月から 2014年 2月まで）の当時の学部長が李 妍承教授との出会い

がきっかけであり、韓国の幼児教育学会の会長経験者として、ヌリ課程の中心

となりまとめただけでなく、すべての幼稚園へのロボット導入にも貢献した幼

児教育の重鎮であったことが大きいかった。

韓国の保育・教育制度は、日本と同様に、行政的には 2元制であるが、ヌリ

課程により、保育・教育カリキュラムを統一しようと試みている点は評価でき

る。一方の韓国の保育制度は、幼児の対象年齢：0～ 5歳・施設：保育施設（保

育園）・管轄行政：保健福祉部・法的基盤：乳幼児保育法（1991年施行）・カ

リキュラム：ヌリ課程（2012年以降）・教員養成：4年制・2年制大学・また

1年の職業訓練であり、他方の韓国の幼児教育制度は、幼児の対象年齢：3～

5歳・施設：幼稚園・管轄行政：教育部・法的基盤：幼児教育法（2004年施

行）・カリキュラム：ヌリ課程（2012年以降）・教員養成：4年制、3年制、2

年制大学であり、異なる点がある。

西南学院大学研究インキュベート B（研究代表者：米谷光弘・共同研究者：

本学商学部史一華教授）は、産学官情医工連携プロジェクトの一環であり、海

外連携共同研究者として、鄭錫賛教授（韓国東義大学校・e-ビジネス学科）と

韓国 UBITECの協力を依頼した関係があり、DID （デジタル・インフォメー

ション・ディスプレイ Digital Information Display：Digital Signage）を応用し

て、デジタル・タッチパネル・ミラー（仮称：「デジタッパミラー」）を改良・

製造することができた。
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この章では、以下のそれぞれのテーマを基に、研究成果の論点を加筆し、ま

とめ直し、紹介することにする。

［1］ 米谷光弘（日本：西南学院大学・人間科学部・児童教育学科）：「日韓保

育現場におけるロボット・ラーニング導入による問題点と今後の課題」

［2］ 鄭錫賛（韓国：東義大學校・eビジネス学科）：「韓国ロボットランニン

グの現状と推進戦略」

［3］ 李研承（韓国：慶星大學校・幼児教育科）：「学際融合実践モデルとして

の R-ランニング機関評価認証システムモデルの開発研究：幼児教育機

関を中心に」

［4］ 朴喆淳（韓国：SK Telecom Convergence 事業本部）・禹永運（韓国：

東義大學校Multimedia学科）：「ロボットを活用した未来教育の展望：

Smart Robot Albert事例を中心に」

［5］ 木村龍平・永沼充（日本：帝京科学大学こども学部）：「ペット型ロボッ

トを用いたロボット介在保育の試行」

［6］ 田中文英（日本：筑波大学システム情報系知能機能工学域）：「子どもと

共に学ぶ Pepper～教育志向アプリケーション～」

［7］ 米谷光弘（前掲）・鄭錫賛（前掲）：「デジタル・インフォメーション・

ディスプレイ：システムの保育現場への導入の試み 」
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［1］�「日韓保育現場におけるロボット・ラーニング導入による問題点と今後の課題」

　　米谷光弘（日本：西南学院大学・人間科学部・児童教育学科）：

1．はじめに：本自主シンポジウムに至った経緯

本シンポジウムの司会・企画者の米谷光弘（西南学院大学・教授）は、2013

年 8月から 2014年 2月まで、韓国慶星大学校と日本西南学院大学の交換教授

としての幼児教育学専攻の韓国学生に教鞭する機会が得られ、学部長の李妍承

（慶星大学校：主任教授・大学院教授）と出会い、国際共同研究に携わること

になった。

李教授は韓国幼児教育界の重鎮であり、この分野の先駆者として活躍されて

いる。釜山にある研究室での院生との交流の機会とソウルでの韓国幼児教育学

会に参加し、これからの幼児教育の世界でもロボット・ラーニングの導入を避

けては通れないところまできていることに痛感し、本シンポジウムの企画に

至った経緯がある。

なぜなら、韓国は、教育分野での IT活用やスマートフォン教育に熱心であ

り、インフラが整備され、国際的にも、最先端のユビキタス社会として有名で

あり、日本の最先端の技術開発を取り入れ、世界に発信することが容易な環境

があるといえる。このことは、実践型交流授業のグループワークの保育教材研

究の成果を中心に、SKYPEを用いて、日韓の学生同士が遠隔地の授業を通し

ての国際間交流が実現できたことでも納得ができるであろう。

2 ．韓国のロボット・ラーニングの現状

昨年、韓国・ソウル市の展示場 COEXで、スマート技術と教育の融合をテー

マにした「スマートラーニングコリア」展示会（6月 18日～ 20日）が行なわ

れ、小学校教師による模擬授業や大手通信事業者（キャリア）である SKテレ

コムと KTの 2社が、幼児向け教育ロボットの展示ブースを設け、SKテレコ

ムは「アルバート」という名前のロボットにスマートフォンを装着して使う方

式を開発している。
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韓国政府は 2009年 11月に「幼児教育先進化総合発展法案」を発表し、韓国

の教育科学技術部（日本の文部科学省）は、2010年からモデル事業を開始し、

国家的プロジェクトとして、すべての幼稚園に導入を終え、その中心として尽

力されたのが今回の韓国側シンポジストの李妍承（慶星大学校・教授：韓国幼

児教育学会前会長）である。

Rラーニング（ロボット・ラーニング：Robot Based Learning）を推進とす

る幼児教育（保育）現場での「iRobi（アイロビィ）」・「genibo（ジェニボ）」

などのロボット研究開発推進の第一人者である。

また、姜旼晶（牧園（モックウォン）大学・准教授）は、韓国釜山の幼稚園

での経営指導にも携わり、李教授のプロジェクトのメンバーであったので、保

育実践による実践的研究を継続している幼児教育の研究者の一人である。保育

実践による実践的研究の視点から幼児教育現場における実践事例を紹介するこ

とができた。

3 ．日本のロボット・ラーニングの現状

日本においても韓国と同様に少子高齢化社会を迎え、介護福祉やノーマライ

ゼーション（normalization）の世界では、Rセラピー（ロボット・セラピー：

Robot therapy）が導入され、大きな成果が生まれている。

この分野では、帝京科学大学のグループ（代表：永沼充教授）が工学の世界

から幼児教育の世界に影響を与えている。このことからも産業界だけでなく、

教育・福祉の世界でもロボットが子ども達の身近な存在となり、人間とロボッ

トとが共生できる社会が目の前に到来しているといっても過言ではない。

今回の日本側シンポジストとしては、長年この分野の先駆けとして活躍さ

れ、海外の情報を熟知されている田中文英（筑波大学・准教授）には、日本に

おけるロボット・ラーニングの現状報告と今後の幼児教育における方向性を提

言していただき、木村龍平（帝京科学大学・教授）には、日本の幼児教育現場

におけるこれまでの研究成果を踏まえ、現状の問題点と今後の課題について実

践例を紹介できた。
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4 ．日韓のロボット・ラーニングの最新情報

さらに、企業側の取り組みとして、SK Telecom Convergence の朴喆淳（事

業部長）らにも、韓国の最新のスマートラーニング「アルバート」（ロボット

にスマートフォンを装着する方式）についての最新の情報を紹介できた。

日本側の企業も Sony・Softbankなども積極的に取り組んでいるが、幼児教

育の現場では実験的段階であり、今後は保育現場における実践的研究を積み重

ね、実証的研究の取り組みを推進していかなくてはならないであろう。現段階

の取り組みについても紹介できた。

［2］「韓国ロボットランニングの現状と推進戦略」

　　鄭錫賛（韓国：東義大學校・eビジネス学科）

鄭錫賛は、「韓国ロボットランニングの現状と推進戦略」と題し、韓国には

教育部門にも IT 活用活発に進められており、特に幼児教育にもロボットを利

用した教育（Rラーニング）が進められている。本研究では、 Rラーニングに

対して韓国の教育政策および推進現況と推進戦略を分析して、日韓の幼児教育

の部分での協力の可能性について検討する。

1 ．はじめに

韓国には教育部門にも IT活用活発に進められており、特に幼児教育にも

ロボットを利用した教育（r-ランニング）が進められている。特に、2009年

11月に 2009年 11月に公表された韓国文部科学省の「幼児教育先進化推進計

画」に基づいて、幼稚園の現場にロボットベーストレーニング（Robot-based 

Learning、以下 R-Learningと略称）が導入され実証事業が行っている［1］。

本稿では、韓国で R-Learningを支援するための組織である韓国科学技術研

究院ロボットベース教育支援団が遂行した R-Learning事業とその内容を紹介

し、幼児教育でのロボットおよび ICT技術の適用の可能性を検討する。
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2 ．本論

　2.1 韓国の教育科学技術部の幼児教育の先進化推進計画

韓国の教育科学技術部は 2009年 11月幼児教育先進化推進計画を発表し、未

来志向的な教育課程の運営も重要な政策として採用した。

ここに幼児教育課程にロボットなどの先端科学技術の活用を中核推進課題と

して選定した。

ここでは、教育用ロボットなどの新しい教授メディアを活用して、さまざ

まな教え方と学習方法の開発と幼児教育用ロボット、ロボット活用プログラ

ムと IT融合技術を活用した体験型教育システムの構築を目的とする。特に、

R-Learningモデルの開発および実現して幼児の発達の特性を考慮した知能ロ

ボットなどを活用した将来の先進教育システムの構築が重要なテーマであっ

て、各幼稚園に教育用ロボットを普及して教育現場を支援するようになった。

　2.2 韓国科学技術研究院ロボットベース教育支援団

R-Learningを支援するための組織として、韓国教育科学技術部の支援を受け

て韓国科学技術研究院ロボットベース教育支援団が 2009年に設立され、幼稚

園に教育用ロボットの普及と教育コンテンツの開発を推進した［2］。

この事業では R-ランニング用の教育コンテンツの開発、R-ラーニング活用に

よる幼児の発達領域別の影響評価、幼児教育での適合性を確保するための教育

用ロボットとコンテンツの R-ラーニング認証、R-ランニング認証ロボットとコ

ンテンツの幼稚園への普及事業が推進された。

　2.3 R-ラーニング認証教育用ロボット

韓国科学技術研究院ロボットベースのトレーニング支援団で認証された R-

ラーニングロボットは（株）東部ロボットの Genibo Edu、（株）ユージンロボッ

トの iRobi Q、KTの Kibot2の 3種類である。この中の Geniboはタッチセン

サー（胴、頭、脇腹）に感応して、コンテンツの自動実行と停止が可能であり、

TTS（Text To Speech）機能を活用し、幼児との対話が可能なのが特徴である。

米　　谷　　光　　弘76



iRobi Qはタッチセンサー（頭部、手）に感応していたすでに入力された会

話が自動的に実行されるし、タッチスクリーンを利用してコンテンツを実行

し、絵カードを認識して、童話、童謡、アルファベットなどが自動実行される

機能を持っている。

Kibot2にはプロジェクターが内蔵されており、学習内容を Kibot LCD画面

と 60インチの画面に投影する機能、タッチセンサー（頭部上、両側、足）に

反応して入力された会話の内容が自動的に実行されるし、ロボットのモーショ

ン、表情、TTSを介して教師、幼児との相互作用で、顔 LCDのタッチスクリー

ンを利用して、各種のプログラムを実行する。

 

図 1．（株）東部ロボットのGenibo Edu

図 2．（株）ユージンロボットの iRobi Q 図 3．KTの Kibot2
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　2.4 R-ラーニング現場有効参加状況

2013年 10月現在 1,843幼稚園で 2,417台の R-ラーニングシステムを活用し、

R-ラーニング活性化のための教師の研究サークルが 16個形成された、ここに

は合計 96個の幼稚園で 303人の教師が参加した。そして大学のサークル活動

に 12大学の 300人の学生が参加して R-ラーニングによる教育普及と活性化に

ついて検討した。

3 ．結論

教育での ICTの応用はロボットだけではなく、多様にトライされている。

特に、最近ではスマートフォン、メディアタブレット、eブック端末などのモ

バイル機器を利用したスマート教育へと進化している。サムスン電子のスマー

トタブレットやスマート TVを利用したスマートスクールソリューション、SK 

Telecomのスマートフォンとロボットと連動した Smart Robot Albertなど、ス

マート教育環境をサポートするようになっている。それと、世宗市全体の学校

で、スマートデバイスを活用して、スマートスクールで実装するモデル事業も

推進している。

RFIDと電子学生証による出席管理、電子黒板、スマートパッド、メッセー

ジボードを利用した授業を行い、CCTVと連動した学校安全の予防などの教育

だけでなく、学校の教育環境もスマートかつ安全にサポートするスマート教育

環境を実装している。従って、教育での ICT適用に関する研究と拡散の試み

が重要となる。

　参考文献
［1］韓国教育科学技術部、幼児教育の先進化推進計画、2009。
［2］韓国科学技術研究院ロボットベース教育支援団、www.r-learning.or.kr
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［3］「学際融合実践モデルとしてのR-ランニング機関評価認証システムモデル

　　の開発研究：－幼児教育機関を中心に－」

　　李研承（韓国：慶星大學校・幼児教育科）：

李研承は、「学際融合実践モデルとしての R ラーニング機関評価認システム

モデルの開発研究 ― 幼児教育機関を中心に ― 」と題し、本研究では、学際的

な融合の実践モデルとして、Robot based learning （以下 R ラーニング）を実現

するためのシステムを体系化し、さまざまな特性を持つ学習者を対象とした R 

ラーニングプログラムを開発 ·実行 ·評価し、R ラーニングの質的向上のため

のコンサルティングプログラム開発、地域社会へ貢献することにより、「未来

社会に適した融合的な教育の生態系を創造」を目標とする。

図 4．（株）東部ロボットGenibo Edu の機能
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1 ．はじめに

2009年 11月に公表された韓国文部科学省の「幼児教育先進化推進計画」

に基づいて、幼稚園の現場にロボットベーストレーニング（Robot-based 

learning、以下 R-ラーニングと略称）が導入され、韓国の幼児教育が従来の教

育という領域のみにとどまっていた唯一の学術性格を脱皮して、幼児教育学、

ロボット工学、情報通信工学、ソフトウェア工学などの学際的融合の時代に入

ることになった。

R-ラーニングのために開発された教育用ロボットプラットフォームと、それ

ぞれのロボットプラットフォームに搭載された幼児教育のコンテンツは、それ

だけでも幼児教育の学際的融合の成果で見ることができますが、中長期的な観

点では、ロボット開発、教育プログラムのロボットへの搭載、ICTを活用した

遠隔利用サービスなどの単純な組み合わせではなく、現場の実践的な側面での

融合が行われるし、さらに実質的な学際的な融合することによって、本来の価

値を実現することができる。最近まで遂行された R-ランニング関連の研究［1，

4，6，7］は、ロボットを活用した教育活動によって R-ランニングの教育的効

果を実証しており、幼児がロボットを機械や道具的手段ではなく、友人や同僚

と同じように認識される傾向を示すことによって［3，5］、相互作用が可能な教

授媒体としての可能性を示している。また、現在、全国の国公立および私立幼

稚園の約 20％に R-ラーニングシステムが普及されて［4］、R-ラーニングシステ

ムの幼稚園現場への統合が段階的に行われている現時点では、R-ラーニング幼

稚園の教育課程に適切に統合されて融合の効果を最大化するためには、先行研

究の結果をもとに R-ラーニングの特性を実現することが重要である［2］。した

がって、R-ラーニングが適正に実装または活用できるシステムに関する多角的

な研究が必要である。

2 ．本論

本研究チームは、「学際融合実践モデルとしての R-ラーニング機関評価認証

システムモデルの開発研究：幼児教育機関を中心に」という研究テーマで 3年

間推進している。1次年度には、幼児教育機関において、実践を開始している。
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R-ラーニングの人的、物的、制度的な支援体制の特性と構成状況の基礎調査

を実施し、2年目には 1年目に実行された R-ラーニングサポートシステムの特

性と要因の抽出と人的（教師、幼児）サポートシステムに関する研究、物的（教

育インフラ）支援システムに関する研究、制度（法、政策）サポートシステム

の適切な実施に関する研究を実行してきた。1，2年度の研究実績を末尾の表 1

に示す。

さらに、3次年度の研究（2014年 9月～ 2015年 8月）では、R-ラーニング

システムを実施できるように幼稚園内のシステム化の具体化を推進する。人

的システムの部分における教師（R-ランニングリテラシー能力向上）と幼児

（R-ランニング収容性）に関する研究と物的システムの部分における幼稚園（全

国標本抽出）の ICT環境の調査および偏差分析を通じた支援策に関する研究

を行う。最後に、これらの最先端の教授メディアが幼児教育に収容されている

ことのおける法制度の準備状況などの制度面での研究を実行する。

本研究チームの研究のビジョンと目標と Step別推進課題と推進戦略を末尾

の図 1に示す。

3 ．結論

このような研究のビジョンと目標は、本研究チームが志向するアジェンダで

ある「教育と韓国社会の未来」に適した内容であり、持続可能な学際融合の実

践モデルとしての R-ラーニングの質的向上と発展のための基礎を形成するこ

とにその目的を置いている。また、本研究チームは、小型－中型－大型段階の

研究課題の推進により、長期的に、さまざまな対象の幼児（多文化家庭の子ど

も、発達遅滞、同じ歳の友達と相互作用が困難な幼児などの教育疎外階層）向

けの R-ラーニングと地域社会との統合により、教育の機会と情報へのアクセ

スの可能性を広げる新しいパラダイムを幼児教育環境内に構築する。されに、

未来志向 R-ラーニング研究共同体の構成と R-ラーニングの段階的な拡散と国

際化の基盤を造成するための戦略を構築していくことで、将来の社会に適した

融合的な教育の生態系を作成するビジョンを達成したい。
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表 1．2年間（2012.9－2014.8）の研究実績

区分 論文 学術会議（件） 学会発表 フォーラム シンポジウム セミナー・講座 

1年度 5 2 4 1 2 

2年度 7 11 1 3 7 14 

合計 12 13 5 3 8 16 

図 1．研究のビジョンおよび目標、Step 別推進課題と推進戦略はじめに
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［4］「ロボットを活用した未来教育の展望：Smart Robot Albert 事例を中心に」

　　朴喆淳（韓国：SK Telecom Convergence 事業本部）・

　　禹永運（韓国：東義大學校Multimedia 学科）：

朴喆淳・禹永運は、「ロボットを活用した未来教育の展望 ― Smart Robot 

Albert 事例を中心に ― 」と題し、SK Telecomは自社が保有している Smart 

phone 技術をベースに rラーニングをサポートする Smart Robot Albertを開発

した。Smart Robot Albertは、スマートフォンをロボットの CPUに活用して

ロボットの価格への負担を軽減し、Tablet PCと差別化されたロボット専用コ

ンテンツ提供教育用ロボットである。

本研究では、Smart Robot Albertのコンセプト、商品開発の方法、教育活用

事例を通じ、今後の活用の可能性を提示する。

1 . はじめに

情報通信技術の発達に伴って教育環境にも多くの変化が進んでいる。新しい

教育メディアとしての知能ロボットは、ネットワーク技術と組み合わせること

により、従来の e-ラーニング、u-ラーニングの限界を克服だけでなく、教育サー

ビスの質の向上に寄与するものと期待されている。

本研究では、これらの目的を達成するために SK Telecomが開発した Smart 

RobotAlbertの開発と教育現場への適用事例などを介して R-ラーニングの可能

性を確認・分析して、ロボットの教育活用での可能性と R-ラーニングの発展

のためのビジョンを提示する。

2 ．本論

　2.1 Smart Robot Albert 開発の背景

ロボット産業は未来の新成長産業として認識されて技術開発が行われている

重要な産業分野であるが、それに関する見通しの違いが非常に大きく、ロボッ

トが与える valueほどの発展がなされてはいない。
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ロボット産業は、保有しているプラットフォームに基づいて S/ W事業者が

H/ W事業者の領域に拡張すること 1により、サービスロボットのための拡大

の可能性が実現されて、これは知能ロボットの開発で実現される。韓国では

2008年から幼児教育機関の知能ロボットを活用し始め、2010年教育科学技術

部主導の「幼児教育の先進推進計画」の下で R-ラーニング事業進行している。

1 Google、Amazon, Apple, Softbankなど ICT Giantのロボットへの投資と

M＆ Aが継続的に拡大しており、Googleの事例を参照のこと。

これらに政府の教育政策に伴って SK Telecomは、Smart Robot Eco-system

を造成して R-ラーニング事業を通じたロボット事業への進出を試みており、教

育的効果を検証してRランニングを介して情報格差と教育格差の解消を求める。

　2.2 Smart Robot Albert の概念

既存の教育知能ロボットは、200万ウォンを超える高価な製品がほとんどで

あり、教育、消費者のアクセスが困難なため、これを克服しようと、ほとんど

の顧客が持っているスマートフォンを活用することにより、単価引き下げを通

じた価格の問題を解消することに目的とする。

スマートフォン搭載型ロボットは、CPU内蔵の開発よりも、SW開発費だけ

で実現できるし、継続的な A/ Sも可能であり、GooglePlayなどの App市場を

活用することで、さまざまなコンテンツの確保と開発が容易な利点があります。

また、スマート端末とマーケットプレイス生態系とロボットを連携して初期市

場構築が容易であり、継続的なロボット産業の生態系の構築が可能となる。

図 1．SKTの Smart Robot Albert
（http://news.sbs.co.kr/news/endPage.do?news_id=N1002557926）

米　　谷　　光　　弘84



　2.3 Smart Robot Albert のコンテンツ

子どもの感性を刺激し、創造性を開発するためには、デジタルコンテンツだ

けでなく、アナログ教材の感性と五感を活用した学習を並行することが効果的

である。これにため、映像、音声などのマルチメディアサポートが可能なデジ

タル学習の利点と本/トランプ/ペン/バックなどのアナログ教材の利点が結合

して提供する。幼児用の場合、ロボットの動きに集中して没頭できるので、ロ

ボットのセンサーを活用したさまざまな身体活動がより高い学習効果を提供で

きるようにコンテンツを設計した。

主要なコンテンツとしてトランプゲーム、読書、ボードゲームなどを通じた

英語学習と数に関する理解力の強化が可能であり、また、ロボットの特性上、

多様なコンテンツを組み合わせて、幅広い学習の提供が可能になる。開発段階

では主に乳幼児を対象にしたコンテンツを中心に企画しているが、ロボットと

結合することができるコンテンツが継続てきに発展するにつれて、乳幼児だけ

でなく、小学生レベルのコンテンツも開発されている。

特に、政府が S/ W人材育成を目的に 2015年から段階的に学校教育に S/ W

課程を導入する計画に合わせて、スマートロボットを活用した幼児対象 S/ W

創意教育プログラムを開発中である。SKTelecomでは、ロボットを活用した

cording教育プログラムの開発を企画して 2014年 9月に「e-Learning Korea」

の展示会で発表した。

　2.4 教育活用事例

Smart Robot Albertの教育現場での活用は、年齢、場所、コンテンツに応じ

て多様に適用されている。年齢は幼児から小学校高学年までの教育が可能であ

り、幼児の場合は、遊びを通じた学習体験に適用されており、現在適用中の教

育機関は、公教育の場合、江東教育庁、面倒教室などで、加えて SKTelecom

が運営しているロボット教室や体験教室、障害教育機関捧げ学校などの事例が

ある。SKTelecomが開発 ·運営しているロボット教室のソウルジャムヒョン小

学校での放課後 Pilotクラスは STEAM（1）教育の活性化を試みている。
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スマートロボットを活用し、小学校の学習に及ぼす影響などを分析した結

果、スマートロボットを活用したプログラミング STEAM教育が論理的な考

え方の強化と融合人材の育成に効果があることを示した。従って SKTelecom

では、小学生だけでなく、幼児の教育プログラミングでも STEAM教育の可

能性を把握し、それに合ったカリキュラムの開発を計画中であり、有効性の

検証のために米州開発銀行（Inter-American Development Bank）教育担当

divisionとの協力を進め中である。Smart Robot Albertの R-ラーニングは遊び

を通じた創造性と論理力の向上を追求し、基本的に教育と楽しみが合わさった

「Edutainment効果」（2）を示す。

　2.5 Smart Robot Coding School

S/ W融合人材教育養成を目的と STEAM教育で Smart Robot を活用するこ

とによって、より簡単に楽しく活用できるように、スマートロボットを活用し

た教育プログラムの開発している。MITで開発された Scratch（3）教育プログラ

ムをロボットに活用して子供に集中力を倍増するし、実際に目で見せてくれる

視覚的な教育効果で子供がより簡単に楽しく学ぶことができている。ヨーロッ

パや中東地域ではこれは関連した LEGO Mindstormプログラムが拡散されて

いるが、韓国ではまだ普及されていないから SK Telecomが開発する新しい教

育モデルを提供しようとする。

SK Telecomは ICT基盤の新しい社会福祉モデルの一環としてロボットベー

スの STEAM教育プログラムで、科学、コンピュータとロボットの興味と適性

を持つ子供たちに科学技術と芸術の融合教育の機会を提供しようと努力してい

る。ロボットを活用して、プログラミングの基本的な概念からカリキュラムを

組み合わせたアプリケーションレベルまで学ぶことができるユニークなアイ

テムで、子供が自発的に想像し、設計、プログラミングしてロボットとイン

タフェースしてみることで Learning by Programmingを実現しようとする。ま

た、創造性、論理力、思考力などの Computational Thinkingを養うことができ、

幼児から小学生まで適用の拡大が可能な点が他の教育より差別化された要素で

ある。
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3 ．結論

SK Telecomは現在進行中である R-ラーニングの満足度、学習効果などを定

量化できる方法論的研究および検証作業を通じて R-ラーニング効果の実証し、

サービスロボットの分野で R-ラーニング生態系の構築と拡張を図る。また、

S/ Wの教育の重要性のために R-ラーニングでより簡単に提供できる Coding

教育を中心に、国内外の Reference確保を通じた R-ラーニング拡張する計画で

ある。

注釈

（1） 創造的な科学技術人材を育成 を目的とする STEAM 教育は Science・

Technology・ Engineering・Arts・Mathematics の略称で、科学、技術、

工学、芸術、数学の教科間の統合的な教育方法を意味する。

　 　初期のアメリカなどでは、芸術（Art）を除いた STEM 教育を出発した

が、国内では芸術分野まで含めて総合的に融合人材の育成を目標とする。

（2） 教育用ソフトウェア に 娯楽性を加味して、ゲーム感覚で楽しみな

がら学習する方法やプログラムをいう 。教育（education ）と 娯楽

（entertainment ）の合成語で、一般的にマルチメディア映像を元にして立

体的な対話型のゲームを通して学習効果を狙うソフトウェアを指す。ゲー

ムタイプであるため、ユーザーが継続的にプログラムに参加しなければな

らず、それに応じて結果が異なることが特徴である。未就学の子おも対象

のソフトウェアが中心になっている。

（3） MITで開発された教育プログラム言語で、この Scratch言語を用いて子ど

もたちがプログラムを作成する経験を学ぶことができるし、継続的なアッ

プデートにより、さまざまな経験が可能であり、世界と共有が可能となる。
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　日本における本研究の動向と関連トピック

＜西南学院大学研究インキュベート B＞より

産学官情医工連携プロジェクトの一環として、研究インキュベートＢ（研究

代表者：米谷光弘）を進めるにあたり、共同研究者の本学商学部の史一華教授

の助言のもと、海外連携共同研究者の鄭錫賛教授（韓国東義大学校・e-ビジネ

ス学科）と韓国 UBITECの協力を得て、DID（デジタル・インフォメーショ

ン・ディスプレイ Digital Information Display：Digital Signage）を応用して、

デジタル・タッチパネル・ミラー（仮称：「デジタッパミラー」）を改良・製造

することができた。

また、幼児期からの心身発達の状況や運動技術（生活及び運動の動き）の習

得過程を瞬時に比較・確認できる教育デジタルコンテンツとして、脳科学・運

動発達の理論を加味した独自プログラム開発を試み、韓国滞在中に、試作教育

デジタルソフト（仮称：DCG「デジタル・コーディネート・ゲーム」）を完成

することができた。

これからも「幼児期からの健康支援システムの開発 ― ICTを活用した双

方向学習の検討 ―」の研究課題を中心に、国内外との産学官情医工連携によ

る『文理融合』による学術的・学際的・国際的な共同研究を推進するため、

ICT健康支援システム開発センター（ChildHealth Information Communication 

Technology Approach Center：CHICTAC）を設立し活動に取り組んでいると

ころである。

＜西南学院大学児童教育学科保育セミナー＞を開催するにあたり、保育課程

総論Ⅰの授業（2014・6・29）のゲストスピーカーとして、李妍承教授（韓国：

慶星大学校・幼児教育学科・前韓国幼児教育学会会長）と姜旼晶教授（韓国：

モックウォン大学・幼児教育学科）に、『韓国幼稚園における保育の現状と今

後の課題 ― ロボット・ラーニング導入の試み ― 』と題して、児童教育学科の

学生を対象に、最新の韓国の幼児教育の動向とロボットラーニングの導入に

至った経緯を講演してもらえた。
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［5］「ペット型ロボットを用いたロボット介在保育の試行」

　　木村龍平・永沼充（日本：帝京科学大学こども学部）

木村龍平は、「ペット型ロボットを用いたロボット介在保育」と題し、大学

近隣の保育所で AIBO をはじめとしたロボットを用いたロボット介在保育につ

いて紹介する。研究開始当初はインタラクティブな機能を持つロボットに幼児

がどのような行動を生起するかに主眼があったが、現在はその結果に立脚して

保育者養成教育に組み込んでいる（低学年次における保育体験活動として実

施）。介在者の誘導や補助を前提に、児の考える力、工夫する力等の発達支援

に有用性を見出している。シンポジウムでは、幼児に対してロボットを使うと

きの注意点も含めて実践例を紹介する。

専門分野は、マルチメディア教材開発・保育支援、ロボット介在保育：保育

環境・子育て /保育支援研究であり、主な研究と活動として、少子高齢化を直

視した「人」支援研究をしている。少子高齢社会を迎えた現在、健やかな次世

代育成と高齢者福祉の充実は現代日本社会が解決せねばならない、待ったなし

の急務といえる。そこで、理工系大学が持つ技術と知識を総動員して乳幼児保

育支援から高齢者の生活の質（QOL：Quality of Life）向上を目的に「人」支

援研究を展開している。具体的には乳幼児を対象にしたマルチメディア技術を

使った知育・徳育支援、ハムスターなど小動物を使った動物介在活動および

「いのち」の教育、ペット型ロボットを使った遊び・心理支援、高齢者を対象

にしたロボット介在活動、リハビリテーションへの臨床応用を目指したロボッ

ト介在療法である。学内外の各分野の専門家・研究協力機関と広くコラボレー

ションし、21世紀の幸せを追求している。＜帝京科学大学：木村龍平研究室＞

保育支援では、健全な次世代育成を目指して。マルチメディア技術や電子情

報技術を活用したより良い保育方法、及びロボット介在活動・動物介在教育に

よる新しい保育方法及び保育環境に関する実践研究し、また、ロボットセラ

ピーでは、幼児から高齢者までを対象にしたペット型ロボットを使った介在活

動や療法。ロボットを使った新しい保育、心の癒しを如何に得るか、評価する

かを研究してきた。
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［6］「子どもと共に学ぶPepper ～教育志向アプリケーション～」

　　田中文英（日本：筑波大学システム情報系知能機能工学域）：

田中文英は、「ケア・レシーバー型ロボットを用いた子どもの教育支援」と

題し、ケア・レシーバー型ロボットは、子どもたちに楽しい学びの機会を提供

し、かつ倫理的にも広い社会から受け入れられやすいタイプの教育支援ロボッ

トである。2004年に、Sony ／カリフォルニア大学で開始した背景基礎研究、

日本の子ども英会話教室で行った導入効果の検証実験、そして今年 2014年に 

SoftBank社から発表された Pepperへのアプリケーション実装まで、前後 10

年間にまたがる一連の関連研究について紹介する。ぺッパー・クリエーター向

けのイベント「Pepper Tech Festival 2014」に出展する。

「Pepper Tech Festival 2014」は、ソフトバンクモバイル株式会社が主催す

る、さまざまな技術や機能を搭載した、世界初の感情認識パーソナルロボット

「Pepper（ペッパー）」の技術仕様や開発環境が世界で初めて公開されるデベ

ロッパー・クリエーター向けのイベントであり、「Pepper」には世界中の開発

者が作ったさまざまな「ロボアプリ」（動きや会話、センサーなど、Pepperの

各機能を組み合わせた動作プログラム）をダウンロードすることで機能を拡張

できる仕組みが提供される。

＜ニュースリソース＞：（http://www.softbank.jp/robot/special/tech/）

「子どもと共に学ぶ Pepper～教育志向アプリケーション～」（2014年 9月 18日）

　　　　　　　　トライオン株式会社・ M SOLUTIONS株式会社

トライオン株式会社（代表取締役：三木 雄信、本社：東京都港区、以下ト

ライオン）とM-SOLUTIONS株式会社（代表取締役社長：佐藤 光浩、本社：

東京都新宿区、以下M-SOL）は、この度共同で、9月 20日（土）ベルサール渋

谷ガーデンで開催されるデベロッパーやクリエーター向けのイベントである。

本イベントにおいてトライオンとM-SOLは、筑波大学 田中文英准教授（当

時）による監修のもと「Pepper」を子どもの教育に活用できるアプリケーショ

ンを出展する。
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キーコンセプト Co-Learning「共に学ぶ」について

子どもたちが Pepperと「共に学ぶ」をキーコンセプトに、Pepperのキャラ

クターと身体性を活かして、子どもたちが積極的に楽しみながら学べる環境を

提供する。

※ 私たちは、Pepperが家族の一員として子どもたちと共に成長するきょう

だいのような存在になることを目指している。
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［7］�デジタル・インフォメーション・ディスプレイ：システムの保育現場への

導入の試み

　　米谷光弘（日本：西南学院大学・人間科学部）

　　鄭錫賛（韓国：東義大學校・ e ビジネス学科）

米谷光弘・鄭錫賛は、「デジタル・インフォメーション・ディスプレイ：シス

テムの保育現場への導入の試み」と題し、現代の教育・福祉現場における重要

課題として、ICT（Information and Communication Technology：情報通信技術）

環境の在り方が問われ、保育現場においても保育所・幼稚園等と家庭・地域社会

を結ぶインターネットの活用やロボット・ラーニングの導入の試みがなされ、各

国においても、新しい幼児教育カリキュラムの体系化の研究が進められている。

今回は、日韓共同で製造した『等身型デジタルタッチパネル』を用いた双方向学

習支援システムによるゲームコンテンツ開発と今後の課題について紹介する。

今日の情報化社会の進歩は非常に著しく、それに伴う乳幼児期から高齢者の

QOL（Quality of Life：生活の質）の向上が叫ばれている。特に、現代の教育・

福祉現場における重要課題のひとつに、ICT（Information and Communication 

Technology：情報通信技術）環境の在り方が問われ、これからの少子高齢化

社会に対応できる次世代育成の充実が急務とされている。

したがって、保育現場においても同様に、欧米を始めとする ICT先進国に

先駆け、日本と韓国の学際・複合領域の研究者による共同研究プロジェクトを

結成することにより、保育所・幼稚園等と家庭・地域社会を結ぶインターネッ

トの活用やロボット・ラーニングの導入の試みがなされ、新しい幼児教育カリ

キュラムの体系化を進めることが急務である。

また、独自に製造した『等身型デジタルタッチパネル』を用いた双方向学習

支援システムによるゲームコンテンツを開発し、日韓の保育現場における実践

的比較研究及び『文理融合』型の実証的比較研究を通して、総合的に検証する

ことにより、望ましい幼児期からの ICT教育による eラーニングの在り方の

示唆を得ることが重要であり、DID（デジタル・インフォメーション・ディス

プレイ）システムの導入を試み、今後の方向性の重要な課題となる。
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（ 1）デジタルタッチパネルの独自システム開発によるインフラ環境の整備

インターネットを活用し、インフラ（インフラストラクチャー）環境整備と

して、タッチ式パーソナルコンピュータと以下の 1）～ 3）の情報処理端末（デ

バイス）と連結する。　座位の計測 全身動作の計測 移動計測可能→ →

1）タッチ式タブレット端末型携帯用とインターネットにより連動する。
2）タッチ式パネル型（等身大）とインターネットにより連動する。
3）スマートフォン・ロボットとインターネットにより連動する。
4） 以上の 1）～ 3）のそれぞれの座位・立位・移動等の運動動作形態の違いによ
る多角的・多面的に計測・測定して得られたデータを統計的に分析・比較す
ることにより、幼児期からの感覚統合及び運動動作の習得・獲得の発達過程
を総合的に検討する

（ 2） 幼児期からの双方向学習支援システムによる独自開発ゲームのデジタ

ルコンテンツの製作

手足の運動は、脳や脊髄にある無数の神経細胞が創りだす運動指令に対し

て、身体の各部の感覚受容器からのフィードバック情報が絶えず反映されるこ

とで，精密に制御されていることから、乳幼児期における感覚統合の習得と運

動技能の獲得の発達過程の関連を解明することが重要であり、独自のデジタル

タッチパネルを用いた双方向学習支援システムを開発することにより、専門分

野（大脳生理学・認知心理学・運動発達学・教育工学等）の学際的視点からの

システム化構築理論（仮称）を基に、文理融合の立場から人間の身体の動きと

心の知覚（視覚・聴覚・触覚等）・学習・記憶を処理する大脳の働きとの関係

を明らかする。
1）大脳生理学に基づくシステム理論による系統
①感覚刺激による運動成立過程における運動制御メカニズム②外部環境（スト

レッサ―等）による自律神経系の適応過程メカニズム※電気生理学的手法（脈拍・
呼吸・血流・発汗・筋電図・脳波等の計測）

2）運動発達学に基づく段階的指導法による体系化
①運動パターンと運動パフォーマンスの発達の習得過程メカニズム②運動 3次元

動作分析によるフォーム獲得の運動・感覚統合メカニズム※ 2方向からのデジタル
ビデオによる 3次元動作及び重心移動の分析
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ここでは、『文理融合』型の実践的・実証的比較研究による総合的検証と幼

児期からの ICT教育による eラーニングカリキュラムの構築が重要とされ、

すべての項目データが幼児期からのビックデータとしての蓄積と体系化に貢献

でき、日韓におけるロボット・ラーニングの今後の課題について総括すること

ができた。

＜シンポジウムの企画・司会・通訳・話題提供者・指定討論者の略歴＞

鄭錫賛（韓国：東義大學校・eビジネス学科）は、「韓国ロボットランニング

の現状と推進戦略」と題し、韓国には教育部門にも IT活用活発に進められてお

り、特に幼児教育にもロボットを利用した教育（rラーニング）が進められてい

る。本研究では、rラーニングに対して韓国の教育政策および推進現況と推進

戦略を分析して、日韓の幼児教育の部分での協力の可能性について検討できた。

李研承（韓国：慶星大學校・幼児教育科）は、「学際融合実践モデルとして

の Rラーニング機関評価認システムモデルの開発研究 ― 幼児教育機関を中心

に ― 」と題し、本研究では、学際的な融合の実践モデルとして、Robot based 

learning （以下 Rラーニング）を実現するためのシステムを体系化し、さまざ

まな特性を持つ学習者を対象とした Rラーニングプログラムを開発 ·実行 ·評

価し、Rラーニングの質的向上のためのコンサルティングプログラム開発、地

域社会へ貢献することにより、「未来社会に適した融合的な教育の生態系を創

造」を目標とすることができた。

朴喆淳（韓国：SK Telecom Convergence・事業本部）・禹永運（韓国：東義

大學校・Multimedia 学科）は、「ロボットを活用した未来教育の展望 ― Smart 

Robot Albert 事例を中心に ― 」と題し、SK Telecomは自社が保有している 

Smart phone 技術をベースに rラーニングをサポートする Smart Robot Albert

を開発した。Smart Robot Albertは、スマートフォンをロボットの CPUに活

用してロボットの価格への負担を軽減し、Tablet PCと差別化されたロボット

専用コンテンツ提供教育用ロボットである。本研究では、Smart Robot Albert 

のコンセプト、商品開発の方法、教育活用事例を通じ、今後の活用の可能性を

提示できた。
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木村龍平（日本：帝京科学大学・子ども学部）は、「ペット型ロボットを用

いたロボット介在保育」と題し、大学近隣の保育所で AIBOをはじめとしたロ

ボットを用いたロボット介在保育について紹介する。研究開始当初はインタラ

クティブな機能を持つロボットに幼児がどのような行動を生起するかに主眼が

あったが、現在はその結果に立脚して保育者養成教育に組み込んでいる（低学

年次における保育体験活動として実施）。介在者の誘導や補助を前提に、児の

考える力、工夫する力等の発達支援に有用性を見出している。シンポジウムで

は、幼児に対してロボットを使うときの注意点も含めて実践例を紹介できた。

田中文英（日本：筑波大学・システム情報系）は、「ケア・レシーバー型ロ

ボットを用いた子どもの教育支援」と題し、ケア・レシーバー型ロボットは、

子どもたちに楽しい学びの機会を提供し、かつ倫理的にも広い社会から受け入

れられやすいタイプの教育支援ロボットである。2004年に Sony／カリフォル

ニア大学で開始した背景基礎研究、日本の子ども英会話教室で行った導入効果

の検証実験、そして今年 2014年に SoftBank社から発表された Pepperへのア

プリケーション実装まで、前後 10年間にまたがる一連の関連研究について紹

介できた。

米谷光弘（日本：西南学院大学・人間科学部）・鄭錫賛（韓国：東義大學校・

eビジネス学科）は、「デジタル・インフォメーション・ディスプレイ：シス

テムの保育現場への導入の試み」と題し、現代の教育・福祉現場における重要

課題として、ICT（Information and Communication Technology：情報通信技

術）環境の在り方が問われ、保育現場においても保育所・幼稚園等と家庭・地

域社会を結ぶインターネットの活用やロボット・ラーニングの導入の試みがな

され、各国においても、新しい幼児教育カリキュラムの体系化の研究が進めら

れている。今回は、日韓共同で製造した『等身型デジタルタッチパネル』を用

いた双方向学習支援システムによるゲームコンテンツ開発と今後の課題につい

て紹介することができた。
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Ⅷ　保育現場における国際化による ICTの導入とその動向
本稿は、中国𠮷林大学交換教授（2019年）中、「幼児期からの ICT化におけ

るプログラミング保育の功罪」として、先の一連の論説の No1・No2の概要

を再度加筆し、まとめ直したものである。

1 ．はじめに

昨今の国際化・情報化社会の進歩は非常に著しく、それに伴う乳幼児期

から高齢期に至る生涯学習の在り方が問われ、生活の質（QOL：Quality of 

Life）の向上が叫ばれている。現代社会において、生き甲斐のある生活力を目

指した QOL向上の基盤となる情報通信（伝達）技術（ICT：Information and 

Communication Technology）の環境整備が最重要課題のひとつに挙げられ、

教育・福祉現場では、これからの少子高齢化社会に対応していくために、ICT

化・AI（Artificial Intelligence：人工知能）化・IoT（Internet of Things）化を

見据えた次世代育成の充実が急務とされる。

この分野の幼児教育における先駆けの研究としては、CRN（Child Research 

Net：チャイルド・リサーチ・ネット 1996年設立）は、シンポジウム『マル

チメディア社会の子どもたち』（1996（平成 8）年 7月）に続き、『変わりつつ

ある子ども期 ― メディアは子どもをどう育てるのか？― 』（1998（平成 10）年

1月）があり、世界各国から子ども学に賛同する国際的・学際的・学術的な著

名な研究者・専門家が集結し、子どもの未来のため、マルチメディアの在り方

を討議した画期的な試みであった。

日本乳幼児教育学会（第 24回大会：広島大学）においても『日韓保育現場

におけるロボットラーニング導入における問題点と今後の課題』（2014（平成

26）年 11月）の自主シンポジウムを企画し、日本と韓国の第一線で活躍する

研究者により提案することができた。

以上のように、海外の教育現場では、情報技術化を推進しており、幼児期か

らのインターネット技術を活用したコンピュータ教育の導入を試みていること

からも、日本の教育界では、ICT化教育の重要性への認識と保育・教育現場で

の取り組みが遅れていることに気づくべきである。
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2 ．欧米豪アジアにおける研究の動向

最新科学が発展し、ネット技術が高度化することにより、デジタル化が進展

でき、多種多様な情報の回覧や母国語以外の他言語の翻訳が容易になり、コ

ミュニケーション能力の向上に寄与でき、生涯を通しての国際理解及び異文化

適応にも貢献することができると言っても過言ではない。

このことは、インターネットの世界では、アメリカが優位であることは揺る

がないが、北欧を始めとするイギリス・オランダ・スイスなどのヨーロッパ地

域に、カナダ・オーストラリア・ニュージーランド等も追随しており、アジア

においては、日本や韓国だけでなく、英語圏を有する新嘉坡・香港等の発展は

著しく、中華圏の主たる中国・台湾等を筆頭に、各国・各地域が相乗効果しな

がら競い合っているのが現状である。

これまでも、日本乳幼児学会や日本保育学会等の国内学会でも ICT化の問題

については提言してきたが、日本の小学校教育におけるプログラミング教育の

導入がもたらす、幼児教育への影響は計り知れないことからも、将来のプログ

ラミング保育の位置づけを明らかにすることが問われ、創設代表人として、毎

年アジア各国・各地域を回り開催してきたアジア幼児体育学会（A-PEC：2005

年設立）や 3E：「楽育 ･楽齢 ･楽活」国際会議（Enjoyment,Elderly,Edutainment 

International Conference：2012年設立）においても、幼児期からの ICT化の

問題は、緊急課題として警告してきた。

特に、高齢化及び少子少産化の社会的問題は、民族・地域の環境要因の違い

だけでなく、時代的背景や国家政策によっても異なるが、男女雇用均等・労働

力と専門的な人財の確保という経済的な視点からみても、保育一元化政策に代

表される乳幼児期からの教育・福祉問題として、避けては通れない重要な今日

的課題であり、これらの課題を各国・各地域の研究者と保育現場の保育者が一

丸となり、産学官情医工福農連携の視点より、学術的な国際共同研究を学際的

な視点から取り組んでいかなくてはならないであろう。
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追伸：本稿で、Ⅶ「日韓保育現場におけるロボットラーニング導入による問

題点と今後の課題」と、Ⅷ「保育現場における国際化による ICTの導入とそ

の功罪」の章を入れ替えた。

本論の目次（全体の章立て予定）
Ⅰ　はじめに
Ⅱ　文科省が目指すプログラム教育におけるプログラミング的な思考
Ⅲ　本研究に至った経緯：先行的研究の検証
　　　 1．先駆けとなった CRNの取り組み
　　　 2．“CRN国際シンポジウム 98”がもたらした意義
　　　 3．“CRN国際シンポジウム 98”20年後の検証　　　　　　　
 ※以上、【No.1】
Ⅳ　諸外国におけるプログラミング保育の動向：欧米豪アジアを中心として
　　　 1．アメリカ　 2．ヨーロッパ　 3．オセアニア　 4．アジア　 5．その他
　　　※『諸外国におけるプログラミング教育に関する調査研究』
　　　（文部科学省平成 26 年度・情報教育指導力向上支援事業）の報告書の抜粋
Ⅴ　プログラミング保育と教育の幼小接続の問題点と今後の課題
　　　 1．アジアにおける幼児期の保育現場における ICTの導入の現状
　　　 2．日本の教育政策と幼児教育への影響
　　　 3．プログラミング保育（プログラミング的思考）の功罪とは
 ※以上、【No.2】
Ⅵ　国際理解保育における ICT導入の意義とその役割
　　　 1．海外における実践型交流授業の展開と今後の課題
　　　　 ― SKYPEを活用した日韓合同授業の試みを通して ―
Ⅶ　日韓保育現場におけるロボットラーニング導入による問題点と今後の課題
Ⅷ　保育現場における国際化による ICTの導入とその動向
 ※以上、【No.3】
Ⅸ　『幼児健康判定評価管理システム』の開発
　　　 1．健康・運動支援プログラムの導入による実践的研究
Ⅹ　デジタルタッチパネルシステムを用いた
　　『双方向学習支援システム』の開発と保育現場での応用的研究
Ⅺ　MCI（軽度認知障害）：「認知機能低下」予防・訓練・評価システムによる
　　　 1．幼児向けデジタルコンテンツの開発と保育現場での応用的研究
Ⅻ　保育現場における ICT化がもたらす展望と今後の課題
　　　 1．幼児体育の ICT化はどうなるのか !?自然と科学の融合の今日的課題
　　　 2．実践型交流授業の活用による保育現場への ICT化の導入の試み
　　　 3．3世代交流による幼児と高齢者の発達過程の実証的研究
　　まとめにかえて
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